
 
 

 

事業報告書 
 

平成 28（2016）年 4 月 1 日から平成 29（2017）年 3 月 31 日 
 
Ⅰ 公益事業 

報告本文以外の各事業に係る対象等の概要は、附属明細書に記載したとおりである。 

また、助成事業に係る報告書は、ＨＰに掲載した。 

 

１ 研究事業 

(1)  パチンコ依存問題に関する研究 

    パチンコ依存問題研究会を計 8回（通算 34回）開催し、全国調査・ウェブ調査の検討、 

投稿論文の検討などを行った。パチンコ・パチスロ遊技障害尺度（PPDS）の短縮版も開発 

し、査読誌『精神医学』（58 巻 12号）に掲載された。また、PPDSで遊技状況を測定した 

際、どの値から障害とみなすのか（カットオフ）についても分析を行ったが、分析結果の 

論文については、査読誌『臨床精神医学』に掲載されることが決定した。 

パチンコ・パチスロ遊技障害全国調査については、平成 29年 1月から 2月に全国調 

査を実施し、その調査結果について 3月末から分析を開始した。 

※ 全国調査に係る事務の経過は、次のとおりである。 
平成 28 年 6 月 15 日、仕様書策定委員会（委員：お茶の水女子大学・杉野勇准教

授、同北岡タマ子専任講師、社安研・石田主任研究員）が仕様書を策定。6 月 20 日、

官報で競争入札公示。6 月 30 日、入札説明会開催（4 社参加）。8 月 10 日、入札（3
社応札）。8 月 30 日、技術審査委員会（委員：同大学・坂元教授、耳塚教授、社安

研上田専務理事）が応札 3 社を採点。8 月 31 日、研究計画が同大学倫理審査委員会

を通過。 
9 月 6 日、日本リサーチセンターの落札が決定。同日、同センターと契約を締結。

尚、研究計画は、9 月に、諏訪東京理科大学（研究会員篠原教授所属）倫理審査 
委員会も通過している。 

 
(2)  ストーカー事案の被害実態等に関する調査研究 

     作業部会を計 4回（通算 6回）開催し、各研究会員が前年度実施した全国調査の結 

果を分析するとともに、社会安全フォーラムにおける報告のための内容の検討を行っ 

た。また、調査報告書は、平成 29年 3月に刊行した。 

（本調査研究は、警察庁生活安全企画課及び警察政策研究センターから提案を徴して

企画したものである。） 

 
 
 



 

 

(3) 外国の警備業に関する調査研究 

      平成 32年開催の東京オリンピック・パラリンピックの警備においても重要な役割を 

担うことが予定されている警備業について、外国の警備業の法体系・動向等に関して 

調査研究を実施した。平成 28年 6月、調査委託先会社を選定し、英仏独米各国の警備 

業に関する法律の日本語訳を行った。その後、11月には英独の関係業界団体、警備業 

者、行政機関等に対し実地調査を行った。 

（本調査研究は、警察庁生活安全企画課から提案を徴して企画したものである。） 

 
２ 安全事業 

(1) 第 25回全国小学生作文コンクール「わたしたちのまちのおまわりさん」の実施 

読売新聞社、(公社)全国少年警察ボランティア協会との共催で実施した。 
募集期間は、平成 28 年 6 月 17 日から 9 月 7 日までであり、全国の小学生から低学 

年の部と高学年の部合わせて、7,492 点の作品が寄せられた。 第 1 次から第 2 次まで 
の審査を経た後、10 月 6 日から同 14 日まで最終審査を行い、その中から 42 点の優秀 
作品を選出し、うち 14 点について、12 月 17 日、都内において全国表彰式を行った。 

また、優秀作品をまとめた作文集「わたしたちのまちのおまわりさん 25」を発行し 
受賞者に贈呈するとともに、全国の警察署等に配布した。 
       

(2) 社会安全フォーラムの開催 

  犯罪認知件数が年々減少するなか、恋愛感情のもつれに起因する暴力事案が増加傾向 

にあり、結果として重大な事態を引き起こす事案も依然として発生し、女性にとって身 

近な犯罪であるだけにその脅威はとりわけ深刻である。そこで、被害者支援の取り組み 

や加害者対策の在り方等につき、先進的取り組み、研究をしている国内外の実務家、研 

究者等を招き「女性に対する暴力対策の現状と今後を考える」と題してのフォーラムを、 

平成 28年 11月 30日、都内において警察政策研究センターと共催で実施した。 
    

３ 助成事業 

(1)  研究助成 

     安全問題に関する領域を研究対象としている研究者等に対する助成を行った。 
   ① 平成 27（2015）年度研究助成の結了 
     平成 27（2015）年度研究助成（一般研究助成 5 件、若手研究助成 3 件、研究助成

金総額 16,576,850 円）は、平成 28 年 10 月 31 日に助成期間が終了した。（なお、若

手研究助成 1 件が未了であり、継続研究としたため結了件数に算入していない。） 
  
  ② 平成 28（2016）年度研究助成の実施    

    平成 28（2016）年度は、一般研究助成 5 件、若手研究助成 4 件に助成金（交付額 
合計 13,794,002 円）を交付した。 

 
 



 

 

(2) 広域安全事業に対する助成の実施 

     国内において全国規模又は複数の都道府県以上の広域にわたって行われるもの及び 
国際間で行われる子どもの安全対策、女性を守る対策、少年の非行防止と健全育成及 
び犯罪被害者支援等の事業に対する助成を行った。 

当年度の広域安全事業助成（20 事業、助成金総額 33,910,133 円）は、当年度中に

結了した。 
 
(3) 県域安全事業に対する助成の実施 

     一の都道府県の域内において、複数の市町村にわたって、あるいは都道府県全域に 
おいて行われる、地域社会の連携による安全・安心なまちづくり、子どもの安全対策、

女性を守る対策、少年の非行防止と健全育成及び犯罪被害者支援等の事業に対する助

成を行った。 
当年度の県域安全事業助成（7 事業、助成金総額 3,736,597 円）は、当年度中に結

了した。 
 
  (4) 暴力団排除事業に対する助成の実施 

     地域の住民団体による暴力団事務所進出阻止・撤去活動に対する助成を通年募集し 
ている。当年度は助成申請がなかった。     

 
(5) 東日本大震災の被災地域に対する特別助成の実施 

震災復興が長期化するなか、岩手県、宮城県及び福島県の 3 県域において、住民

が市民生活の安全と平穏を確保するため、自ら取組む活動に対する助成を行った。 
① 平成 27（2015）年度助成の結了 

      平成 27（2015）年度の助成（40 事業、助成金総額 14,222,055 円）は、平成 28
年 8 月 31 日に助成期間が終了した。 

 
② 平成 28（2016）年度助成の実施 

     平成 28（2016）年度は、44 事業に対して助成金（総額 14,017,069 円）を交付

した。 
 
4  財団 30 周年記念事業     
   記念刊行図書（COMMUNITY CRIMINOLOGY）の翻訳については、平成 28 年 6 月 

10 日に著者である RALPH.B.TAYLOR 氏と版権に係る契約を締結した。また、9 月 30 
日に下訳業務委託契約を株式会社ベストバージョンと締結し、下訳作業を進めた。 

 

 

 

 

 



 

 

５ 学会賛助 

   次の 5 学会に対する賛助を行った。 
    賛助会費 30 万円：警察政策学会  
    賛助会費各 20 万円：日本犯罪学会、日本犯罪社会学会、日本犯罪心理学会、 
             法と精神医療学会  
 

 

Ⅱ 収益事業 

  当財団定款第 5 条の規定に基づき、公益目的事業等に必要な財源を得るため、当財団が

保有する産業財産権の提供事業（自主及び委託運用）を行った。 
 
 
Ⅲ 財産の運用・管理 

  満期償還となった公債を買い替えた。 
満期償還公債 買い替え公債 

広島市平成 23 年度第 3 回公募公債 
2 億５千万円  0.40％ 

償還日 平成 28 年 12 月 26 日 

第 89 回川崎市公募公債（10 年） 
2 億 5 千万円 0.16％ 

償還日 平成 38 年 12 月 18 日 

静岡県平成 23 年度第 11 回公募公債 
3 億円  0.354％ 

    償還日 平成 29 年 3 月 23 日 

名古屋市第 499 回公募公債（10 年） 
    2 億円  0.225％ 

償還日 平成 39 年 3 月 26 日 

１億円は定期預金（基本財産として） 

埼玉県平成 23 年度第 11 回公募公債 
     3 億円  0.34％ 
    償還日 平成 29 年 3 月 28 日 

第 418 回大阪公募公債（10 年） 
3 億円  0.22％ 

償還日 平成 39 年 3 月 30 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅳ 事務の概要 

 

１ 会議開催状況 

  会議の議案等は、附属明細書に記載したとおりである。 
(1) 理事会 

 ① 第 12 回理事会（平成 28 年 6 月 9 日） 
  ② 第 13 回理事会（平成 29 年 3 月 2 日） 
 
(2) 評議員会 

  ① 第 5 回定時評議員会（平成 28 年 6 月 28 日） 
  ② 第 6 回評議員会（平成 29 年 3 月 14 日） 
 
(3) 東日本大震災特別助成選考委員会 

平成 28 年 6 月 2 日 
 
(4） 産業財産権運用審議委員会 

   平成 29 年 1 月 18 日 
 
 (5) 安全事業助成選考委員会 

   平成 29 年 1 月 19 日 
 
(6) 研究助成選考委員会 

   平成 29 年 1 月 31 日 
 

 
 

２ 主要事業日誌 

  

平成 28（2016）年 

4月  1日 金 東日本大震災特別助成（第６回目）公募開始（～4/28） 

4月 6日 水 パチンコ依存問題に関する研究会（第 27回） 

4月 15日 金 應和監査法人下期監査（～4/19）  

5月 11日 水 パチンコ依存問題に関する研究会（第 28回） 

5月 16日 月 應和監査法人期末監査（～5/18） 

5月 24日 火 應和監査法人による監事への監査結果報告・監事の業務監査 

6月  2日 火 東日本大震災特別助成選考委員会  

6月  9日 木 第 12回理事会 

6月 17日 金 第 25回全国小学生作文コンクール「わたしたちのまちのおまわりさん」公募開始 

6月 22日 水 パチンコ依存問題に関する研究会（第 29回） 



 

 

6月 28日 火 第 5回定時評議員会 

6月 29日 水 パチンコ依存問題に関する研究会分科会 

6月 30日 木 内閣府への平成 27年度分事業報告・収支決算報告 

7月  4日 火 應和監査法人の監事に対する平成 28年度監査方針等の説明 

7月 20日 水 パチンコ依存問題に関する研究会（第 30回）   

7月 27日 水 パチンコ依存問題に関する研究会分科会 

7月 31日 日 ストーカー事案の被害実態等に関する調査研究会分科会  

8月 30日 火 共同研究に関するお茶の水女子大学技術審査委員会 

9月  1日 木 安全事業助成公募開始（～10/31） 

9月  5日 月 ストーカー事案の被害実態等に関する調査研究会分科会 

9月  7日 水 
パチンコ依存問題に関する研究会（第 31回）、第 25 回全国小学生作文

コンクール「わたしたちのまちのおまわりさん」公募終了 

10月  5日 水 パチンコ依存問題に関する研究会（第 32回） 

10月 30日 日 ストーカー事案の被害実態等に関する調査研究会分科会 

11月  1日 火 研究助成公募開始（～11/30） 

11月 15日 火 内閣総理大臣による立入監査 

11月 21日 月 安全事業助成申請団体からのヒアリング（～12/13） 

11 月 30日 水 社会安全フォーラム「女性に対する暴力対策の現状と今後を考える」 

12月 7日 水 パチンコ依存問題に関する研究会（第 33回） 

12月 17日 土 第 25 回全国小学生作文コンクール「わたしたちのまちのおまわりさん」表

彰式 

平成 29（2017）年 

1月 4日 水 お茶の水女子大学との共同研究延長覚書締結 

1月 11日 水 警察庁生活安全企画課からの提案事業に関するヒアリング 

1月 12日 木 同上 

1月 18日 水 産業財産権運用審議委員会 

1月 19日 木 安全事業助成選考委員会 

1月 24日  火 警察庁生活安全企画課からの提案事業に関するヒアリング 

1月 31日 火 研究助成選考委員会 

2月 10日 金 警察庁生活安全企画課からの提案事業に関するヒアリング 

3月 2日 水 第 13回理事会 

3月 14日 火 第 6回評議員会 

3月 15日 水 パチンコ依存問題に関する研究会（第 34回） 

3月 31日 金 内閣府への平成 29年度分事業計画・収支予算報告 

 
 
 
 


